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会 計 ・ 経 理 関 係 特 記 事 項 

Ⅱ 会計・経理関係  

1 会計管理の状況 

 

★ 経理規程を整備しているか。         
いる    いない  

                   
 ★ 給付費に係る会計処理については、法人種別ごとの処理会計となっているか。 
                           いる    いない         

   
   ・会計処理基準をチェックしてください。 
         社会福祉法人会計基準  企業会計基準 

     その他（                ） 
 
  
 
 
 
◆ 特定教育・保育事業の会計はその他事業の会計と区分しているか。 

  いる    いない 

 
★ 固定資産物品、備品の管理は適正か（台帳の整備、物品現在高報告を含む。）。 

   適    不適    
 
2 予算の状況 
 
 ● 予算を事業計画に基づいて編成しているか。   
                            いる    いない 
 
 ★ 収支予算書を作成しているか。        

           いる    いない 
 
 ● 予算の積算基礎を理事会・運営委員会等に提出しているか。   

いる    いない  
 
 
＜社会福祉法人及び学校法人以外の事業所＞ 
 ◆ 収支計算書又は損益計算書において、家庭的保育事業等を経営する事業に係る区分 

を設けているか。               
                       いる   いない    

   
 ◆ 企業会計基準による会計処理を行っている場合、上記で定める区分ごとに、以下の

ものを作成しているか。 
   ・貸借対照表（流動資産及び流動負債のみを記入） 

いる   いない       

  
・借入金明細書                 

いる   いない   
                          

   ・基本財産及びその他の固定資産（有形固定資産）明細書 
いる   いない   

 
 ◆毎会計年度終了後、次に掲げる書類に現況報告書を添付して市に提出しているか。 

                  いる   いない      
   

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

社会福祉法人モデル経理規程（平成 29

年4月1日） 

・会計責任者と出納職員及び契約担当者

の職責については、辞令により明確にし

ておくこと。 

社会福祉法人以外の場合は、法人種別ご

との会計処理とし、適正な公金の執行及

び運営の実施のため上記に準じること

が望ましい。 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準第33条準用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭的保育事業等の認可等について 

 

 

 

 

 

・前会計年度末における賃借対照表、前会計年度の収支計算書又は損益計算書 

・企業会計基準の場合は、家庭的保育事業等を経営する事業に係る前年度末における企業会計基準による貸借対照表（流

動資産及び流動負債のみを記載）、借入金明細書、基本財産及びその他の固定資産（有形固定資産）の明細書 
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3 利用者負担 

 
 ◆ 特定負担額の徴収（上乗せ徴収）はあるか。   
                            ある   ない   
  ◇ ある場合、具体的な項目、金額、徴収時期は。 
 

徴収する項目 金額（円） 
徴収時期（該当するものに○） 

年度初め 月ごと 入園時 
例）研修充実費 10,000   ○ 
     
     
     
     
     

 
  ◇ 徴収に当たり、使途、額、理由を書面で説明しているか。 
                        いる いない 該当なし 
 
  ◇ 上記の徴収に当たり、あらかじめ保護者から文書による同意を得ているか。 
                        いる いない 該当なし 
 
  ◇ 特定負担額について運営規程で規定しているか。 

いる いない 該当なし 
  
◆ 実費徴収はあるか。               

 ある   ない  
 
 ◇ ある場合、具体的な項目、金額、徴収時期は。 
 

徴収する項目 金額（円） 
徴収時期（該当するものに○） 

年度初め 月ごと 入園時 
例）園服代 3.000   ○ 

     
     
     
     
     
     
     
     
     

 
  ◇ 徴収に当たり、使途、額、理由を書面で説明しているか。 
                        いる いない 該当なし 
 
  ◇ 上記の徴収に当たりあらかじめ保護者から同意を得ているか。 
                        いる いない 該当なし 
 
 
◆ 特定負担額の徴収及び実費徴収の際は領収証を交付しているか。 

いる いない 該当なし 
 
  ◇ 上記「いない」と答えた場合、領収証の交付に代わる別の方法を用いているか。 
（具体的方法を記入してください） 
  例：銀行口座等への振込時に発行される明細書、口座引き落し時の通帳への記載 等 
 
 
 
 

 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準第43条第3項 

 

・特定負担額とは 
 特定地域型保育の提供に当たって、当

該特定地域型保育の質の向上を図る上

で特に必要と認められる対価について、

保育料との差額分の範囲内で支給認定

保護者から受けることができる。 
例）研修充実費、特定講師代、施設整備

費、施設利用費 など 
 
特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準第43条第6項 

 

 

 

 

 

 

 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準第43条第4項 

 

・実費徴収として、以下に掲げる費用の

額の支払を支給認定保護者から受ける

ことができる。 
①日用品・文房具等の保育に必要な物品

購入費 
②行事参加費 
③通園費 
④その他特定地域型保育事業の利用に

おいて通常必要とされる物に係る費

用であって保護者負担が適当と認め

られるもの 
 
 
特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準第43条第6項 
 
・実費徴収については書面以外による同

意も認められる。 
 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準第43条第5項 
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◆ 保護者が偽りその他不正行為によって給付費の支給を受け、又は受けようとした

ときは、遅滞なくその意見を付して市へ通知しているか。 
いる いない 該当なし 

 

 

４ 支出の状況 

 人件費支出 

 
 ★ 職員の給与は規程に定める基準と一致しているか。    

 いる いない  
  

 
 

 ● 源泉徴収簿を整備しているか。         
 いる いない  

 
 
 その他の事務費支出 

 
● 火災保険に加入しているか。              

いる いない  

特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準第19条準用 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
  ○ いる場合、保険の内容を記入してください。 
 契約先・契約期間 保 障 内 容 ・ 保 障 額 掛 金 ・ 支 払 方 法 満期時の扱い  

 
  

一時払い 年払い 月払い 
 

円  

 掛捨て 
 満期返戻金有 

 
  
◆ 利用者支援事業者や子育て支援事業者、地域型保育を行う者またはその職員等か

ら、就学前子ども又はその家族に対して、金品等を供与していないか。 

                  

  いない  いる  

 
 

特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業並びに特定子ども・子育て支援

施設等の運営に関する基準第29条第1

項準用 
 

５ 決算の状況 

 基本項目 

 

 ★ 経理規程で定めている財務諸表、附属明細書、財産目録及び会計帳簿を作成してい

るか。 
  いる いない     

 
 ● 附属明細書及び会計帳簿は、決算書と整合性があるか。 

    
 ある ない  
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※このページは社会福祉法人又は学校法人以外の事業所のみ作成してください。 

審査基準 特 記 事 項 

Ⅲ 審査の基準 

 

 ★ 家庭的保育事業等を経営するために必要な経済的基礎について、次の要件をいずれ

も満たしていること。（満たしている場合は□にチェックを入れてください） 

  

 資産状況 

  

＜不動産が自己所有の場合＞ 

    年間事業費の1/12に相当する資金を確保している 
  
 ＜不動産の貸与を受けている場合＞ 
    年間事業費の1/12に相当する資金の確保 
    1 年間の賃借料 + 500 万円を確保（１年間の賃借料が500 万円を超える場合

はその額） 

    土地又は建物について、地上権又は賃借権を登記していること又は賃貸借契

約期間が適当であること（契約期間については幼児教育・保育課と要相談） 

  

 財務内容 

 

    直近の会計年度において３年以上連続して損失を計上していない 

       （※小規模保育事業を経営する以外の事業を含む） 

 

職員等 

  

★ 家庭的保育事業等を経営者（その者が法人である場合にあっては、経営担当役員

（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）とする。以

下同じ。）が社会的信望を有しているか。 

 いる   いない  
 

 ★ 実務を担当する幹部職員について以下のア及びイを満たしていること、又は、ウを

満たしていること。 

 

ア 実務を担当する幹部職員が、保育所等において２年以上勤務した経験を有する

者であるか、若しくはこれと同等以上の能力を有すると認められる者であるか、

又は、経営者に社会福祉事業について知識を有する者を含んでいるか。 

 いる   いない  
   

イ 社会福祉事業について知識を有する者、保育サービス利用者及び実務を担当す

る幹部職員を含む運営委員会を設置しているか。 

  いる   いない  
 

 

ウ 経営者に、保育サービスの利用者（これに準ずる者を含む）及び実務を担当す

る幹部職員を含んでいるか。 

 いる   いない  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
家庭的保育事業等の認可等について 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
｢保育所等」とは保育所並びに保育所以

外の児童福祉施設、認定こども園、幼稚

園及び家庭的保育事業等をいう。 
 
 
 
「運営委員会」とは、家庭的保育事業等

の運営に関し、当該家庭的保育事業等の

設置者の相談に応じ、又は意見を述べる

委員会をいう。 
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Ⅳ 運営・管理関係  

１ 職員の配置状況 

 

 ◆ 保育に従事する職員は、当該事業所で雇用されている職員か。（同一法人が設置す

る他施設で雇用される職員が混じっていないか） 
いる   いない  

◇ 専従の管理者を配置しているか。 

 いる   いない  
 
 ○ 上記「いる」の場合、給付費から給与が支払われているか。 

 いる   いない  
 
○ 管理者は所定の資格を持っているか。 

 いる  いない  
＜「いる」場合、以下に記入してください。＞ 

〇 資格の内容は。 
 ①児童福祉事業等に２年以上従事  

②公的機関等の実施する所長研修等を受講した等①と同等以上の能力を有する

と認められる者 
  

 
○ 上記「いない」の場合、その職員の氏名は。 

 
 
 
◇ 事務職員（非常勤可）を配置しているか。 

     いる [氏名：          ]  いない   

管理者等職員が兼務 [兼務者氏名：       職名：      ] 
業務委託による配置 

  

 ● 長期にわたる職員の病休等はないか。       ある   ない  
 
 ● 他の施設等の業務を兼務している職員（管理者を含む。）はいるか。 

いる   いない   
 
  ○ いる場合、以下の事項を記入してください。 
     ・兼務先での役職・雇用形態の如何を問わず、全て記載すること。 
     ・同一職員が複数の職を兼務する場合は、行を分け、全て記載すること。 
 
 

 
 
 
特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準第47条第2項 
 
特定教育・保育等に要する費用の額の算

定に関する基準等の実施上の留意事項

について 別紙6Ⅱ1⑵(ｲ)ⅰ 

 
・資格認定書、履歴書により確認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
特定教育・保育等に要する費用の額の算

定に関する基準等の実施上の留意事項

について 別紙6Ⅱ１(2)(イ)ⅲ 

 

 

職 名 氏  名 

兼  務  先  の  状  況  

兼 務 先 名 
（施設名等） 

職 名 
在 職 期 間 
（勤務年数） 

週当り標準 
勤務日数・ 
時間数 

標準的支給 
月額（基本給  
＋ 各種手当) 

    
年 月～ 年 月 
（  年  月） 

日 
時間 

円 

    
年 月～ 年 月 
（  年  月） 

日 
時間 

円 

    
年 月～ 年 月 
（  年  月） 

日 
時間 

円 

    
年 月～ 年 月 
（  年  月） 

日 
時間 

円 
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◆ 保育士配置基準：該当欄に対象児童数（現員）及び保育士数（定員）を記入してください。なお、市外から通園している児童が

いる場合、その児童も現員に含めること。 

 

＜障害児保育加算なしの場合＞ 

区分 現員に対する保育士の配置数 備考 

ⅰ
年
齢
別
配
置

基
準 

０歳児 ａ 現員   人÷３＝保育士   人 
＜算式＞ 

｛1，2 歳児数×1/6（小数点第 2

位以下切り捨て）｝+｛0歳児数×1/3

（同）｝+1＝配置基準上保育士数

（小数点以下四捨五入） 

１～２歳児 ｂ 現員   人÷６＝保育士   人 

加配保育士 ｃ 保育士 1人 

非常勤保育士   ｄ 非常勤保育士  人  

小計 e 保育士    人  

ⅱ
そ
の
他 

■保育標準時間

対応非常勤保育

士 

f 非常勤保育士   人  

合計 保育士  人 
基本分単価に含まれる職員構

成＝e+f 
 

 
＜障害児保育加算ありの場合＞ 

区分 現員に対する保育士の配置数 備考 

 

０歳児 

（障害児除く） 
ａ 現員   人÷３＝保育士   人 

＜算式＞ 

｛1，2 歳児数(障害児除く)×1/6

（小数点第 2 位以下切り捨て）｝+

｛0歳児数×1/3（同）｝+{障害児数

×1/2（同）}+1＝配置基準上保育

士数（小数点以下四捨五入） 

１～２歳児 

（障害児除く） 
ｂ 現員   人÷６＝保育士   人 

障害児 c 現員    人÷2＝保育士   人 

加配保育士 ｄ 保育士 1人 

小計 e 保育士    人  

ⅱ
そ
の
他 

■保育標準時間対

応保育士 

f 非常勤保育士        人 

 
 

合計 保育士     人 
基本分単価に含まれる職員構

成＝e+f 

 
 
■のついた区分については、市長が認める者（「認定こども園又は保育所において常勤で1年以上保育業務に従事した者」又は「子育

て支援員研修のうち地域型保育コースを修了した者」）を1日に配置しなければならない保育士の総数から認可基準として算定される

保育士の数を差し引いて得た数（職員配置の最低基準を上回って必要となる保育士数）の範囲で、保育士とみなすことができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

保育士配置要件弾力化の幼稚園教諭等の活用特例および市長が認める者の活用特例を適用する場合、保育士資格

を有する者を、各時間帯において必要となる保育士の数の3分の2以上置かなければならない。 
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● 組・グループ分けの基準は。 

        歳児別     縦割り   
         その他 （           ） 
 
  ○ 組・グループ名、児童年齢、担当常勤保育従事者の氏名、担当非常勤保育従事者

の氏名及び常勤換算値を全て記入してください。 
 

組・ 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ名 

児童 

年齢 
担当常勤保育従事者名 

担当非常勤保育従事者名 

（常勤換算値） 

例 あお １ 
○○、××、△△ 

 

□□（1.0）、☆☆（0.6） 

◇◇（0.3） 

    

    

    

    

    

    

 
● 配置保育士は、すべて保育士登録をしているか。  

 いる   いない  
 
 ◆ 幼稚園教諭、小学校教諭、養護教諭を配置する場合、免許状は有効か。 

有効  無効 
 

 
 
 
 
 
公定価格に関する FAQ(よくある質問) 
（第30版（令和8年4月8日時点版））

【参考】問219 

次の条件を全て満たす場合は配置基

準や加算算定上の定数の一部に短時間

勤務者を充てることができる。 
 

・担任は原則常勤専任であること。 
 
・常勤の保育に従事する者が各組やグル

ープに1名以上（乳児を含む各組や各グ

ループであって当該組・グループに係る

配置基準上の定数が2名以上の場合は、

最低2名）配置されていること。 

 

・常勤の保育に従事する者に代えて短時

間勤務の保育に従事する者を充てる場

合の当該短時間勤務の者の合計勤務時

間数が、常勤を充てる場合の勤務時間数

を上回ること。 

 
 
 
 
 
 

・配置要件弾力化の対象は、教諭の免許

状について必要な更新を行っている者

に限る。（保育所等における保育士配置

要件弾力化にかかるFAQ各論②問9） 

  
● 職員の採用、退職及び転勤の状況について記入してください（正規職員について記入すること。）。 
 

期  間 新 規 採 用 転  入 退  職 転  出 

R7.4.1～R8.3.31 
        人 

(うち保育士   人) 

        人 

(うち保育士   人) 

        人 

(うち保育士   人) 

        人 

(うち保育士   人) 

R8.4.1～ 
        人 

(うち保育士   人) 

        人 

(うち保育士   人) 

        人 

(うち保育士   人) 

        人 

(うち保育士   人) 

  
  ※ 「転入」とは、同一法人内の他の施設からの配置異動をいう。 
  ※ 「転出」は、「転入」の逆の状況をいう。 
  ※ 上表の「保育士」は、「保育士資格を有する者のみ」を指します。看護師、准看護師、保健師、幼稚園教諭、特定理学療法

士等の保育士とみなす者については保育士として算入しない。 
 
 
 
 
 
 
 
 

※Ｐ２６：別紙Excel の「施設職員調書[常勤]」「施設職員調書[非常勤]」を記載し、添付してください。 


